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令和２年度決算に基づく大網白里市健全化判断比率審査及び資金不足

比率審査意見書の提出について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規

定により審査に付された令和２年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見書

を提出します。

本報告は、大網白里市監査基準（令和２年大網白里市監査委員告示第２号）に

準拠したものである。
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令和２年度大網白里市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和２年度決算に基づく健全化判断比率

（１）実質赤字比率

（２）連結実質赤字比率

（３）実質公債費比率

（４）将来負担比率

２ 令和２年度決算に基づく資金不足比率

３ 上記比率の算定の基礎となる事項を記載した書類

第２ 審査の期間

令和３年７月２９日から令和３年８月６日まで

第３ 審査の着眼点及び実施内容

令和２年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の審査に当たって

は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律その他関係法令に基づき算定さ

れ、かつ、その算定の基礎となる事項を記載した書類が正確に作成されている

かなどを主眼に、算定根拠資料を照合精査するとともに関係職員から説明を聴

取し、審査を実施した。

第４ 審査の結果

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎

となる事項を記載した書類は、法令に適合し、かつ正確であると認められた。
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第５ 健全化判断比率等の状況

本市における健全化判断比率及び資金不足比率は、以下のとおりである。

（１）健全化判断比率 （単位：％、ポイント）

※ 実質赤字額、連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率、将来負担比率が算定されない

場合は｢―｣を記載している。

※「早期健全化基準」とは、自主的かつ計画的に財政の健全化を図るべき基準であり、比率の

いずれかが基準以上である場合には、財政健全化計画を定めることとなる。

※「財政再生基準」とは、国等の関与により計画的に財政の再生を図るべき基準であり、将来

負担比率を除く比率のいずれかが基準以上である場合には、財政再生計画を定めることとなる。

① 実質赤字比率

一般会計等を対象とした実質赤字額が標準財政規模に占める割合を表す指標

であり、令和２年度の実質赤字比率については、前年度と同様に一般会計等に

おける実質収支が黒字となったため、当該比率は発生しない。

（算定式）

実質赤字比率 ＝

② 連結実質赤字比率

公営企業会計を含む全会計を対象とした連結実質赤字額が標準財政規模に占

める割合を表す指標であり、令和２年度の連結実質赤字比率については、前年

度と同様に全会計における連結実質収支が黒字となったため当該比率は発生し

ない。

（算定式）

連結実質赤字比率 ＝

区 分 令和２年度 令和元年度 前年度増減 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 ― ― ― １３．３２ ２０．００

②連結実質赤字比率 ― ― ― １８．３２ ３０．００

③実質公債費比率 ８．６ ８．２ ０．４ ２５．０ ３５．０

④将来負担比率 ７９．０ ８６．１ △７．１ ３５０．０

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字額

標準財政規模



3

③ 実質公債費比率

一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金が、標準財政規

模に占める割合を表す指標で、単年度の実質公債費比率３か年分を平均したも

のであり、令和２年度の実質公債費比率については、8.6％で、前年度(8.2％)

と比較すると 0.4 ポイントの悪化である。

なお、単年度の実質公債費比率は、9.10%で、前年度(9.11％)と比較すると

0.01 ポイントの改善である。

（算定式）

実質

公債費 ＝

比率

（単位：％）

※ 実質公債費比率（単年度）は、算定の基礎となる事項を記載した書類では小数点以下第５位まで表示

されるが、小数点以下第３位を四捨五入して表記した。

④ 将来負担比率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、標準財政規模に占める割合を

表す指標であり、令和２年度の将来負担比率については、79.0％で前年度

(86.1％)と比較すると 7.1 ポイントの改善である。

（算定式）

将来

負担 ＝

比率

実質公債費比率

（３か年平均）

内訳（単年度）

令和２年度 令和元年度 平成３０年度

８．６ ９．１０ ９．１１ ７．８８

一般会計等の公債費 公債費に準じる額 元利償還金・準元利償還金に

（地方債元利償還金）＋（準元利償還金） ― 特定財源 ＋ 係る基準財政需要額算入額

標準財政規模 ― 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

地方債現在高等に係る基準

将来負担額 ― 充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋ 財政需要額算入見込額

標準財政規模 ― 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
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（２）資金不足比率 （単位：％）

※ 資金不足額がない場合には、「－」を記載している。

※ 「経営健全化基準」とは、自主的かつ計画的に経営の健全化を図るべき基準であり、比率

が基準以上である場合には、経営健全化計画を定めることとなる。

資金不足比率は、公営企業会計ごとの資金の不足が、各会計の事業規模に占め

る割合を表す指標であり、各公営企業会計における令和２年度の資金不足比率に

ついては、前年度と同様に資金の不足額がないため、当該比率は発生しない。

（算定式）

資金不足比率 ＝

※１ 資金不足額

・資金不足額（地方公営企業法適用企業）＝ （流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てる

ために起こした地方債の現在高 － 流動資産）－ 解消可能資金不足額

※２ 事業の規模

・事業の規模（地方公営企業法適用企業）＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額

第６ むすび

健全化判断比率は、いずれも国の示す基準の範囲内であり、資金不足比率も発生

していない。

しかしながら、今後も新型コロナウイルス感染症の影響などにより、市税が減収

となるなど更なる財政状況の悪化が懸念される。

今後とも新規事業の抑制や歳出削減を図り、将来を見据えた安定的な財政運営を

進められることを要望する。

また、ガス事業、病院事業及び下水道事業の法適用企業においては、今後も施設

の老朽化に伴う整備・更新などに多額の資金需要が見込まれることから、財源の確

保に留意しつつ、経営基盤の強化に一層努められたい。

区 分 令和２年度 令和元年度 経営健全化基準

ガ ス 事 業 会 計 ― ― ２０．０

病 院 事 業 会 計 ― ― ２０．０

下 水 道 事 業 会 計 ― ― ２０．０

資金不足額 ※１

事業の規模 ※２


